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2015年3月30日
日興アセットマネジメント株式会社

エマージング10
～投資10ヵ国の臨時見直し～

「エマージング10」では、2015年3月に投資10ヵ国の臨時見直しを行ないました。

国営石油公社に絡む汚職疑惑の捜査が継続されるなか、ルセフ政権の退陣を求める反政府デモが
行なわれるなど、政治面での懸念が高まっていることや、国内の景気動向が低迷していることからブ行なわれるなど、政治面での懸念が高ま て る とや、国内の景気動向が低迷して る とからブ
ラジルを除外しました。一方、ECB（欧州中央銀行）の量的金融緩和を受けて、輸出の拡大が期待さ
れるポーランドを新たに組入れることと致しました。

なお、入替えは、3月中旬から順次行なわれ、既に完了しております。

投資10ヵ国の臨時見直し

＜これまでの10ヵ国＞ ＜新たな10ヵ国＞＜これまでの10ヵ国＞ 新たな 国

中国

チリ メキシコ

インド

ハンガリー

ブラジル

中国

インドチリ

ハンガリー

ペルー ペルー

インドネシアフィリピン

メキシコ

ポーランド
インド
ネシア

メキシコ

インド

フィリピン

タイ タイ

※上記投資国は、中国から時計回りにGDP規模（2014年10月時点のIMFの2014年予想ベース）順に並んでいます。
※上記「中国」は香港も含みます。

【臨時見直し】 ブラジルを外し、ポーランドを新たに組入れました。
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■当資料は、投資者の皆様に「エマージング10」へのご理解を高めていただくことを目的として、日興アセット
マネジメントが作成した販売用資料です。

■掲載されている見解は、当資料作成時点のものであり、将来の市場環境の変動や運用成果などを保証する
ものではありません。

投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産は為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準
価額は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。後述のリスク情報とその他の留意事項をよく
お読みください。
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収益分配金に関する留意事項
分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、
その金額相当分、基準価額は下がります。

投資信託で分配金が支払われるイメージ

投資信託の純資産

分配金

投資信託で分配金が支払われるイメ ジ

分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて
支払われる場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することにな
ります。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。

前期決算から基準価額が上昇した場合 前期決算から基準価額が下落した場合

計算期間中に発生した収益を超えて支払われる場合

10,550円

10,450円

10,500円 分配金
100円

＊500円

＊50円

期中収益
（①+②）50円

＊450円

10,400円

10 300円

10,500円

分配金
100円

＊500円 ＊80円

配当等収益
①20円

前期決算日 当期決算日
分配前

当期決算日
分配後

500円
（③+④）

450円
（③+④）

10,300円

前期決算日 当期決算日
分配前

当期決算日
分配後

500円
（③+④）

＊420円
（③+④）

投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、 実質的には元本の一部払戻しに
相当する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さ
かった場合も同様です。

(注)分配対象額は、①経費控除後の配当等収益および②経費控除後の評価益を含む売買益ならびに③分配準備積立金および
④収益調整金です。分配金は、分配方針に基づき、分配対象額から支払われます。

※上記はイメージであり、将来の分配金の支払いおよび金額ならびに基準価額について示唆、保証するものではありません。

分配金の一部が元本の一部払戻しに相当する場合 分配金の全部が元本の一部払戻しに相当する場合

＊分配対象額
500円

＊50円を取崩し ＊分配対象額
450円

分 後
＊分配対象額

500円
＊80円を取崩し ＊分配対象額

420円

分 後

分配金
支払後

基準価額
個別元本

※元本払戻金（特別分配金）は実質的に元本の一部払戻しとみなされ、その金額だけ個別元本が減少します。

分配金の 部が元本の 部払戻しに相当する場合 分配金の全部が元本の 部払戻しに相当する場合

投資者の
購入価額

（当初個別元本）

分配金
支払後

基準価額
個別元本

元本払戻金
（特別分配金）

普通分配金

投資者の
購入価額

（当初個別元本）

元本払戻金
（特別分配金）
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■当資料は、投資者の皆様に「エマージング10」へのご理解を高めていただくことを目的として、日興アセット
マネジメントが作成した販売用資料です。

■掲載されている見解は、当資料作成時点のものであり、将来の市場環境の変動や運用成果などを保証する
ものではありません。

また、元本払戻金（特別分配金）部分は非課税扱いとなります。

普通分配金 ： 個別元本（投資者のファンドの購入価額）を上回る部分からの分配金です。
元本払戻金 ： 個別元本を下回る部分からの分配金です。分配後の投資者の個別元本は、

（特別分配金） 元本払戻金（特別分配金）の額だけ減少します。
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お申込みに際しての留意事項①

●リスク情報

投資者の皆様の投資元金は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、
投資元金を割り込むことがあります。ファンドの運用による損益はすべて投資者（受益者）の皆様
に帰属します。なお、当ファンドは預貯金とは異なります。

当ファンドは、主に株式を実質的な投資対象としますので、株式の価格の下落や、株式の発行体
の財務状況や業績の悪化などの影響により、基準価額が下落し、損失を被ることがあります。
また、外貨建資産に投資する場合には、為替の変動により損失を被ることがあります。

主なリスクは以下の通りです。

【価格変動リスク】

株式の価格は、会社の成長性や収益性の企業情報および当該情報の変化に影響を受けて
変動します。また、国内および海外の経済・政治情勢などの影響を受けて変動します。ファン
ドにおいては、株式の価格変動または流動性の予想外の変動があった場合、重大な損失が

が生じるリスクがあります。

新興国の株式は、先進国の株式に比べて価格変動が大きくなる傾向があり、基準価額にも
大きな影響を与える場合があります。

【流動性リスク】

市場規模や取引量が少ない状況においては、有価証券の取得、売却時の売買価格は取引
量の大きさに影響を受け、市場実勢から期待できる価格どおりに取引できないリスク、評価価

ず が格どおりに売却できないリスク、あるいは、価格の高低に関わらず取引量が限られてしまうリ
スクがあり、その結果、不測の損失を被るリスクがあります。

新興国の株式は、先進国の株式に比べて市場規模や取引量が少ないため、流動性リスクが
高まる場合があります。

【信用リスク】

投資した企業の経営などに直接・間接を問わず重大な危機が生じた場合には、ファンドにも
重 な損 が生 があ す デ 債務 業倒産 懸念重大な損失が生じるリスクがあります。デフォルト（債務不履行）や企業倒産の懸念から、発
行体の株式などの価格は大きく下落（価格がゼロになることもあります。）し、ファンドの基準
価額が値下がりする要因となります。

【為替変動リスク】

外貨建資産については、一般に外国為替相場が当該資産の通貨に対して円高になった場合
には、ファンドの基準価額が値下がりする要因となります。

般に新興国 通貨は 先進国 通貨に比べ 為替変動が大きくなる場合があります
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■当資料は、投資者の皆様に「エマージング10」へのご理解を高めていただくことを目的として、日興アセット
マネジメントが作成した販売用資料です。

■掲載されている見解は、当資料作成時点のものであり、将来の市場環境の変動や運用成果などを保証する
ものではありません。

一般に新興国の通貨は、先進国の通貨に比べて為替変動が大きくなる場合があります。

（次頁に続きます）
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お申込みに際しての留意事項②
（前頁より続きます）

【カントリー・リスク】

投資対象国における非常事態など（金融危機、財政上の理由による国自体のデフォルト、重
大な政策変更や資産凍結を含む規制の導入、自然災害、クーデターや重大な政治体制の変
更、戦争など）を含む市況動向や資金動向などによっては、ファンドにおいて重大な損失が生
じるリスクがあり、投資方針に従った運用ができない場合があります。

般に新興国は 情報の開示などが先進国に比べて充分でない あるいは正確な情報の入一般に新興国は、情報の開示などが先進国に比べて充分でない、あるいは正確な情報の入
手が遅延する場合があります。

※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。

●その他の留意事項

• 当資料は、投資者の皆様に「エマージング10」へのご理解を高めていただくことを目的として、
日興アセットマネジメントが作成した販売用資料です。

• 当資料は、信頼できると判断した情報をもとに作成しておりますが、その正確性・完全性を保証
するものではありません。

• 当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）
の適用はありませんの適用はありません。

• 投資信託は、預金や保険契約とは異なり、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の
対象ではありません。また、銀行など登録金融機関で購入された場合（金融商品仲介で取扱い
の場合を除く）、投資者保護基金の支払いの対象とはなりません。

• 投資信託の運用による損益は、すべて受益者の皆様に帰属します。当ファンドをお申込みの際
には、投資信託説明書（交付目論見書）などを販売会社よりお渡ししますので、内容を必ずご確
認の上、お客様ご自身でご判断ください。認の上、お客様ご自身でご判断ください。

• 投資信託説明書（交付目論見書）は販売会社までご請求ください。
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■当資料は、投資者の皆様に「エマージング10」へのご理解を高めていただくことを目的として、日興アセット
マネジメントが作成した販売用資料です。

■掲載されている見解は、当資料作成時点のものであり、将来の市場環境の変動や運用成果などを保証する
ものではありません。
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お申込メモ
商品分類 追加型投信／海外／株式
ご購入単位 購入単位につきましては 販売会社または委託会社の照会先にお問い合わせくださいご購入単位 購入単位につきましては、販売会社または委託会社の照会先にお問い合わせください。
ご購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額
ご購入不可日 購入申込日が英国証券取引所の休業日、ニューヨーク証券取引所の休業日、ロンドンの銀行

休業日またはニューヨークの銀行休業日のいずれかに当たる場合は、購入のお申込みの
受付は行ないません。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

信託期間 2017年8月8日まで（2007年8月31日設定）
繰上償還 受益者の解約により純資産総額が10億円を下回ることとなった場合などには、

信託契約を解約し、繰上償還させることがあります。
決算日 年4回。毎年2月、5月、8月、11月の各8日（休業日の場合は翌営業日）
収益分配 毎決算時に 分配金額は 委託会社が基準価額水準 市況動向などを勘案して決定します収益分配 毎決算時に、分配金額は、委託会社が基準価額水準、市況動向などを勘案して決定します。

ただし、分配対象額が少額の場合には分配を行なわないこともあります。
※将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。

ご換金価額 換金請求受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を控除した価額
ご換金不可日 換金請求日が英国証券取引所の休業日、ニューヨーク証券取引所の休業日、ロンドンの銀行

休業日またはニューヨークの銀行休業日のいずれかに当たる場合は、換金請求の受付は
行ないません。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

換金制限 大口の換金には受付時間制限および金額制限を行なう場合があります。詳しくは、販売会社
にお問い合わせください。

ご換金代金のお支払い 原則として、換金請求受付日から起算して8営業日目からお支払いします。

手数料等の概要

課税関係 原則として、分配時の普通分配金ならびに換金時および償還時の差益は課税の対象と
なります。
※課税上は、株式投資信託として取り扱われます。
※公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度の適用対象です。
※配当控除の適用はありません。
※益金不算入制度は適用されません。

お客様には、以下の費用をご負担いただきます。

＜お申込時、ご換金時にご負担いただく費用＞
●購入時手数料 購入時手数料率は、3.24％（税抜3.0％）を上限として販売会社が定める率とします。

※分配金再投資コースの場合、収益分配金の再投資により取得する口数については、
購入時手数料はかかりません。

●換金手数料 ありません。
●信託財産留保額 換金時の基準価額に0.3％の率を乗じて得た額

＜信託財産で間接的にご負担いただく（ファンドから支払われる）費用＞
●信託報酬 純資産総額に対して年率1 782％（税抜1 65％）を乗じて得た額●信託報酬 純資産総額に対して年率1.782％（税抜1.65％）を乗じて得た額

●その他諸費用 目論見書などの作成・交付にかかる費用および監査費用などについては、ファンドの日々の
純資産総額に対して年率0.1％を乗じた額の信託期間を通じた合計を上限とする額が信託財
産から支払われます。

組入有価証券の売買委託手数料、借入金の利息および立替金の利息などについては、
その都度、信託財産から支払われます。
※組入有価証券の売買委託手数料などは、運用状況などにより変動するものであり、
事前に料率、上限額などを示すことはできません。

※当ファンドの手数料などの合計額については、投資者の皆様がファンドを保有される期間などに応じて異なります
ので 表示することができません
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■当資料は、投資者の皆様に「エマージング10」へのご理解を高めていただくことを目的として、日興アセット
マネジメントが作成した販売用資料です。

■掲載されている見解は、当資料作成時点のものであり、将来の市場環境の変動や運用成果などを保証する
ものではありません。

ので、表示することができません。
※詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。
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委託会社、その他関係法人

委託会社 日興アセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第368号
加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、

日本証券業協会
〔ホームページ〕 http://www.nikkoam.com/
〔コールセンター〕 0120-25-1404
（午前9時～午後5時。土、日、祝・休日は除く。）

受託会社 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（再信託受託会社 日本マスタ トラスト信託銀行株式会社）受託会社 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（再信託受託会社：日本マスタートラスト信託銀行株式会社）

販売会社 販売会社については、以下をご覧ください。

投資信託説明書（交付目論見書）のご請求・お申込みは

日本証券業
協会

一般社団法人
日本

投資顧問業
協会

一般社団法人
金融先物
取引業協会

一般社団法人
第二種

金融商品
取引業協会

金融商品取引業者等の名称 登録番号

加入協会

（50音順、資料作成日現在）

協会 取引業協会

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○

株式会社東京都民銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第37号 ○ ○

フィデリティ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第152号 ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行
（委託金融商品取引業者
　三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2336号 ○ ○ ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○
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■当資料は、投資者の皆様に「エマージング10」へのご理解を高めていただくことを目的として、日興アセット
マネジメントが作成した販売用資料です。

■掲載されている見解は、当資料作成時点のものであり、将来の市場環境の変動や運用成果などを保証する
ものではありません。


